
附属機関の適正な運営を図るための関係条例の整備等に関する条例（平成２７年１

月８日京都市条例第  号）（行財政局人事部人事課）  

  京都市附属機関等の設置及び運営に関する指針に基づき，附属機関の統

合及び廃止，附属機関の名称並びに委員の定数及び任期の改正を行うとと

もに，市長の附属機関として新たに京都市文化的景観保存・活用委員会を

設置し，その担任する事務並びに委員の定数及び任期を定める等の必要が

あるため，京都市国民健康保健条例をはじめ，関係１６条例を改正するこ

ととしました。  

  主な内容は，次のとおりです。  

条 例 の 名 称 改 正 の 概 要 

京都市国民健康保険

条例 

京都市国民健康保険運営協議会の委員の定数を２３人

から２０人に改める。 

京都市防災会議条例 京都市防災会議の委員の任期（２年）を定める。 

京都市交通安全対策

会議条例 

京都市交通安全対策会議の委員の定数を３０人から 

２０人に改める。 

京都市自転車等放置

防止条例 

京都市自転車等駐車対策協議会の委員の定数を４０人

から２０人に改める。 

京都市感染症診査協

議会条例 

京都市感染症診査協議会の委員の定数を２７人から 

２０人に改める。 

京都市生活安全条例 

京都市生活安全施策懇話会の名称を京都市生活安全施

策審議会に改める。 

３７



 
同審議会の委員の任期を３年から２年に改める。 

京都市美術館条例 

京都市美術館評議員会の名称を京都市美術館協議会に

改める。 

同協議会の委員の定数を３０人から２０人に改める。 

京都市社会福祉審議

会条例 

京都市社会福祉審議会の委員の任期を３年から２年に

改める。 

京都市青少年活動推

進協議会条例 

京都市青少年活動推進協議会の委員の定数を３０人か

ら２０人に改める。 

同協議会の委員は，学識経験のある者その他市長が適

当と認める者のうちから，市長が委嘱することとする。 

同協議会の会長は，委員の互選により定めることとす

る。 

京都市みやこユニバ

ーサルデザイン推進

条例 

京都市みやこユニバーサルデザイン審議会の委員の定

数を２５人から２０人に改める。 

京都市精神保健及び

精神障害者福祉に関

する法律の施行に関

する条例 

京都市精神保健福祉審議会の委員の任期を３年から２

年に改める。 

 京都市補助金等の交付等に関する条例第２６条の規定



京都市補助金等の交

付等に関する条例 

に基づき，市長が置くことができることとされている

委員会の委員の任期について，３年以内において市長

が定める期間から２年以内において市長が定める期間

に改める。 

京都市食品等の安全

性及び安心な食生活

の確保に関する条例 

京都市食の安全安心推進審議会の担任事務に京都市食

品衛生法に基づく管理運営基準に関する条例に関する

事項を加える。 

同審議会に部会を置くことができることとする。 

京都市保健所運営協

議会条例 

京都市保健所運営協議会の委員の定数を３０人から 

２０人に改める。 

子どもを共に育む京

都市民憲章の実践の

推進に関する条例 

京都市子どもを共に育む京都市民憲章推進協議会の委

員の定数を３０人から２０人に改める。 

 

京都市市民憲章推進者表彰審査会の委員の定数を４０

人から１５人に改める。 

京都市市民憲章推進会議の名称を京都市市民憲章推進

協議会に改める。 

京都市多文化施策懇話会の名称を京都市多文化施策審

議会に改める。 

京都市外来種チュウゴクオオサンショウウオ対策検討

会の名称を京都市外来種チュウゴクオオサンショウウ 



オ対策検討委員会に改める。 

 
京都岡崎の文化的景観保存計画策定委員会を廃止する。 

京都市執行機関の附

属機関の設置等に関

する条例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京都市大規模国際コンベンション誘致対象選定委員会

を廃止する。 

京都市高齢者施策推進協議会の委員の任期を３年から

２年に改める。 

京都市予防接種健康被害調査委員会の委員の任期を３

年から２年に改める。 

京都市結核・感染症発生動向調査委員会の委員の定数

を３０人から２０人に改める。 

京都市食品衛生責任者養成講習会選定委員会を廃止す

る。 

京都市美観風致審議会の委員の定数を２２人から２０

人に改める。 

京都市構造基準適合性調査委員会の委員の任期を３年

から２年に改める。 

京都市雲ケ畑区域公共交通検討協議会の委員の任期を

３年から２年に改める。 

京都市都市緑化審議会の委員の任期を３年から２年に

改める。 

 京都市文化的景観保存・活用委員会を設置する。 



  この条例は，公布の日から施行することとしました。ただし，京都市食品衛

生責任者養成講習会選定委員会を京都市食の安全安心推進審議会に統合する改正

規定は，平成２７年４月１日から施行することとします。 



 附属機関の適正な運営を図るための関係条例の整備等に関する条例を公布する。 

  平成２７年１月８日 

京都市長 門 川 大 作  

京都市条例第   号 

   附属機関の適正な運営を図るための関係条例の整備等に関する条例 

（京都市国民健康保険条例の一部改正） 

第１条 京都市国民健康保険条例の一部を次のように改正する。 

  第２条第１号から第３号までの規定中「７人」を「６人」に改める。 

（京都市防災会議条例の一部改正） 

第２条 京都市防災会議条例の一部を次のように改正する。 

  第３条に次の２項を加える。 

 ７ 委員の任期は，２年とする。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とす

る。 

 ８ 委員は，再任されることができる。 

（京都市交通安全対策会議条例の一部改正） 

第３条 京都市交通安全対策会議条例の一部を次のように改正する。 

  第３条中「３０人」を「２０人」に改める。 

（京都市自転車等放置防止条例の一部改正） 

第４条 京都市自転車等放置防止条例の一部を次のように改正する。 

  第１８条第１項中「４０人」を「２０人」に改める。 

（京都市感染症診査協議会条例の一部改正） 

第５条 京都市感染症診査協議会条例の一部を次のように改正する。 

  第３条中「２７人」を「２０人」に改める。 

３７



（京都市生活安全条例の一部改正） 

第６条 京都市生活安全条例の一部を次のように改正する。 

  第６条の見出しを「（生活安全施策審議会）」に改め，同条中「京都市生活安全施策懇

話会（以下「懇話会」を「京都市生活安全施策審議会（以下「審議会」に改める。 

  第７条第１項中「懇話会」を「審議会」に改める。 

  第８条第１項本文中「３年」を「２年」に改める。 

  第９条第１項及び第３項並びに第１０条第１項及び第３項から第５項までの規定中

「懇話会」を「審議会」に改める。 

  附則第２項を削り，附則第１項の見出し及び項番号を削る。 

（京都市美術館条例の一部改正） 

第７条 京都市美術館条例の一部を次のように改正する。 

  第１５条の見出しを「（美術館協議会）」に改め，同条第１項中「京都市美術館評議員

会（以下「評議員会」を「京都市美術館協議会（以下「協議会」に改め，同条第２項中

「評議員会は，評議員３０人」を「協議会は，委員２０人」に改め，同条第３項から第

５項までの規定中「評議員」を「委員」に改める。 

（京都市社会福祉審議会条例の一部改正） 

第８条 京都市社会福祉審議会条例の一部を次のように改正する。 

  第３条第１項本文中「３年」を「２年」に改める。 

（京都市青少年活動推進協議会条例の一部改正） 

第９条 京都市青少年活動推進協議会条例の一部を次のように改正する。 

  第２条の見出しを「（組織）」に改め，同条中「３０人」を「２０人」に改め，同条に

次の１項を加える。 

 ２ 委員は，学識経験のある者その他市長が適当と認める者のうちから，市長が委嘱す



る。 

  第４条第１項を削り，同条第２項中「協議会に」の右に「会長及び」を加え，同項を

同条第１項とし，同条第３項中「副会長」を「会長及び副会長」に改め，同項を同条第

２項とし，同項の次に次の１項を加える。 

 ３ 会長は，協議会を代表し，会務を総理する。 

  第５条第２項中「委嘱し，又は任命する」を「委嘱する」に改め，同条第３項中「解

嘱され，又は解任される」を「解嘱される」に改める。 

  第６条第１項に次のただし書を加える。 

   ただし，会長及びその職務を代理する者が在任しないときの協議会は，市長が招集

する。 

（京都市みやこユニバーサルデザイン推進条例の一部改正） 

第１０条 京都市みやこユニバーサルデザイン推進条例の一部を次のように改正する。 

  第１７条第１項中「２５人」を「２０人」に改める。 

（京都市精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の施行に関する条例の一部改正） 

第１１条 京都市精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の施行に関する条例の一部を

次のように改正する。 

  第４条第１項本文中「３年」を「２年」に改める。 

（京都市補助金等の交付等に関する条例の一部改正） 

第１２条 京都市補助金等の交付等に関する条例の一部を次のように改正する。 

  第２８条第１項本文中「３年」を「２年」に改める。 

（京都市食品等の安全性及び安心な食生活の確保に関する条例の一部改正） 

第１３条 京都市食品等の安全性及び安心な食生活の確保に関する条例の一部を次のよう

に改正する。 



  第１７条中「条例」の右に「及び京都市食品衛生法に基づく管理運営基準に関する条

例」を加える。 

  第２１条を第２２条とする。 

  第３章中第２０条の次に次の１条を加える。 

 （部会） 

 第２１条 審議会は，特別の事項を調査し，及び審議させるため必要があると認めると

きは，部会を置くことができる。 

 ２ 審議会は，その定めるところにより，部会の決議をもって審議会の決議とすること

ができる。 

（京都市保健所運営協議会条例の一部改正） 

第１４条 京都市保健所運営協議会条例の一部を次のように改正する。 

  第２条第１項中「３０人」を「２０人」に改める。 

（子どもを共に育む京都市民憲章の実践の推進に関する条例の一部改正） 

第１５条 子どもを共に育む京都市民憲章の実践の推進に関する条例の一部を次のように

改正する。 

  第２９条第１項中「３０人」を「２０人」に改める。 

（京都市執行機関の附属機関の設置等に関する条例の一部改正） 

第１６条 京都市執行機関の附属機関の設置等に関する条例の一部を次のように改正する。 

  別表１京都市市民憲章推進者表彰審査会の項中「４０人」を「１５人」に改め，同表

京都市市民憲章推進会議の項中「京都市市民憲章推進会議」を「京都市市民憲章推進協

議会」に改め，京都市多文化施策懇話会の項中「京都市多文化施策懇話会」を「京都市

多文化施策審議会」に改め，同表京都市外来種チュウゴクオオサンショウウオ対策検討

会の項中「京都市外来種チュウゴクオオサンショウウオ対策検討会」を「京都市外来種



チュウゴクオオサンショウウオ対策検討委員会」に改め，同表京都岡崎の文化的景観保

存計画策定委員会及び京都市大規模国際コンベンション誘致対象選定委員会の項を削

り，同表京都市高齢者施策推進協議会の項及び京都市予防接種健康被害調査委員会の項

中「３年」を「２年」に改め，同表京都市結核・感染症発生動向調査委員会の項中「３

０人」を「２０人」に改め，同表京都市食品衛生責任者養成講習会選定委員会の項を削

り，同表京都市美観風致審議会の項中「２２人」を「２０人」に改め，同表京都市構造

基準適合性調査委員会の項，京都市雲ケ畑区域公共交通検討協議会の項及び京都市都市

緑化審議会の項中「３年」を「２年」に改め，同表京都市指定金融機関選定委員会の項

を次のように改める。 

京都市指定金

融機関選定委

員会 

指定金融機関の選定に関する事項に

ついて，市長の諮問に応じ，調査し，

及び審議すること。 

７ 人 以 内 ２ 年 

京都市文化的

景観保存・活 

用委員会 

文化的景観の保存及び活用に関する

事項について，市長の諮問に応じ，

調査し，及び審議すること。 

６ 人 以 内 ２   年 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。ただし，第１３条及び第１６条（京都市執行機

関の附属機関の設置等に関する条例別表１京都市食品衛生責任者養成講習会選定委員

会の項を削る改正規定に限る。）の規定は，平成２７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 次の表の左欄に掲げる附属機関の委員の定数については，この条例の施行の際現にそ



れぞれ当該附属機関の委員である者のいずれもが解嘱され，若しくは解任され，又はそ

の任期がいずれも満了するまでの間は，それぞれ同表の右欄に掲げる規定にかかわらず，

なお従前の例による。 

京都市国民健康保険運

営協議会 

この条例による改正後の京都市国民健康保険条例第２条第

１号から第３号まで 

京都市交通安全対策会

議 

この条例による改正後の京都市交通安全対策会議条例第３

条 

京都市自転車等駐車対

策協議会 

この条例による改正後の京都市自転車等放置防止条例第１

８条第１項 

京都市感染症診査協議

会 

この条例による改正後の京都市感染症診査協議会条例第３

条 

京都市美術館協議会 この条例による改正後の京都市美術館条例第１５条第２項 

京都市青少年活動推進

協議会 

この条例による改正後の京都市青少年活動推進協議会条例

第２条第１項 

京都市みやこユニバー

サルデザイン審議会 

この条例による改正後の京都市みやこユニバーサルデザイ

ン推進条例第１７条第１項 

京都市保健所運営協議

会 

この条例による改正後の京都市保健所運営協議会条例第２

条第１項 

  



京都市子どもを共に育

む京都市民憲章推進協

議会 

この条例による改正後の子どもを共に育む京都市民憲章の

実践の推進に関する条例第２９条第１項 

京都市市民憲章推進者

表彰審査会 

この条例による改正後の京都市執行機関の附属機関の設置

等に関する条例別表１京都市市民憲章推進者表彰審査会の

項 

京都市結核・感染症発

生動向調査委員会 

この条例による改正後の京都市執行機関の附属機関の設置

等に関する条例別表１京都市結核・感染症発生動向調査委

員会の項 

京都市美観風致審議会 

この条例による改正後の京都市執行機関の附属機関の設置

等に関する条例別表１京都市美観風致審議会の項 

３ この条例の施行の際現に京都市防災会議の委員である者の任期は，この条例による改

正後の京都市防災会議条例第２条第７項の規定にかかわらず，平成２７年３月３１日ま

でとする。 

４ この条例の施行の際現に次の表の左欄に掲げる附属機関の委員である者の任期の残任

期間は，それぞれ同表の右欄に掲げる規定にかかわらず，この条例の施行の日における

当該附属機関の委員としてのそれぞれの任期の残任期間と同一の期間とする。 

京都市生活安全施策

審議会 

この条例による改正後の京都市生活安全条例第８条第１項

本文 

京都市社会福祉審議

会 

この条例による改正後の京都市社会福祉審議会条例第３条

第１項本文 



京都市精神保健福祉

審議会 

この条例による改正後の京都市精神保健及び精神障害者福

祉に関する法律の施行に関する条例第４条第１項本文 

京都市高齢者施策推

進協議会 

この条例による改正後の京都市執行機関の附属機関の設置

等に関する条例別表１京都市高齢者施策推進協議会の項 

京都市予防接種健康

被害調査委員会 

この条例による改正後の京都市執行機関の附属機関の設置

等に関する条例別表１京都市予防接種健康被害調査委員会

の項 

京都市構造基準適合

性調査委員会 

この条例による改正後の京都市執行機関の附属機関の設置

等に関する条例別表１京都市構造基準適合性調査委員会の

項 

京都市雲ケ畑区域公

共交通検討協議会 

この条例による改正後の京都市執行機関の附属機関の設置

等に関する条例別表１京都市雲ケ畑区域公共交通検討協議

会の項 

京都市都市緑化審議

会 

この条例による改正後の京都市執行機関の附属機関の設置

等に関する条例別表１京都市都市緑化審議会の項 

（行財政局人事部人事課） 

 


